
無線システム普及支援事業（高度無線環境整備推進事業）
（電波法第103条の2第4項第10号に規定する事務）

当初予算額スマートホーム

教育ＩｏＴ スマートモビリティ観光ＩｏＴ

農業IoT

コワーキング
スペース

無線局
エントランス

（クロージャ等）

地域の拠点的地点

イメージ図

高速・大容量無線通信の前提となる伝送路

 5G・IoT等の高度無線環境の実現に向けて、条件不利地域において、地方公共団体、電気通信事業者等によ
る、高速・大容量無線通信の前提となる伝送路設備等の整備を支援。具体的には、無線局エントランスまでの
光ファイバを整備する場合に、その整備費の一部を補助する。

 また、地方公共団体が行う離島地域の光ファイバ等の維持管理に要する経費に関して、その一部を補助する。

通信ビル

※新規整備に加え、令和２年度からは、電気通信事業者が公設設備の譲渡を受け、(5G対応等の)高度化を伴う更新を行う場合も補助。（公設のままの高度化や高度化しない更新は対象外）

（事業主体） 直接補助事業者：自治体、第３セクター、一般社団法人等、間接補助事業者：民間事業者

（事業スキーム） 補助事業

（補助対象） 伝送路設備、局舎（局舎内設備を含む。）等

（補助率）

（計画年度） 令和元年度～

令和５年度当初予算 4,196 百万円（令和４年度当初予算 3,683百万円 令和４年度第２次補正予算 2,842百万円）

（自治体が整備する場合）
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【離島】
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（第３セクター・民間事業者が整備する場合）

国
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３セク・民間
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【離島】

【その他の条件不利地域】
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（※）財政力指数０．５以上の
自治体は国庫補助率１／３

※離島地域の光ファイバ等の維持管理補助は、収支赤字の1/2



東北地域における光ファイバの整備状況

●東北地域における光ファイバ整備率は、 令和４年３月末現在で９９．９７％まで整備されている（未

整備１，２７８世帯）。

●令和３年３月末と比較して未整備世帯数は２９，１２９世帯減少した。

東北地域における光ファイバ整備率

【参考】都道府県別の光ファイバ等整備率（令和4年3月末）

（令和３年３月末） （令和４年３月末）

99.72% 
【全国】

９９.２%  ⇒ 99.97% 
（令和4年３月末）

％

99.70

99.98

99.96

99.94

99.91

99.99

100.00

100.00

100.00

100.00

100.00

100.00

100.00

100.00

99.81

99.97

99.80

98.83

99.93

99.89

99.75
99.54

99.99

100.00

99.94

99.93

100.00

99.95

99.90

100.00

97.83

99.13

99.03

98.60

97.75

99.96

99.71

98.90

98.89

99.92

95.52

98.34
98.45

98.16

98.91

98.15

99.64

95.00

96.00

97.00

98.00

99.00

100.00

北
海
道

青
森
県

岩
手
県

宮
城
県

秋
田
県

山
形
県

福
島
県

茨
城
県

栃
木
県

群
馬
県

埼
玉
県

千
葉
県

東
京
都

神
奈
川
県

新
潟
県

富
山
県

石
川
県

福
井
県

山
梨
県

長
野
県

岐
阜
県

静
岡
県

愛
知
県

三
重
県

滋
賀
県

京
都
府

大
阪
府

兵
庫
県

奈
良
県

和
歌
山
県

鳥
取
県

島
根
県

岡
山
県

広
島
県

山
口
県

徳
島
県

香
川
県

愛
媛
県

高
知
県

福
岡
県

佐
賀
県

長
崎
県

熊
本
県

大
分
県

宮
崎
県

鹿
児
島
県

沖
縄
県

※ 住民基本台帳等に基づき、事業者情報等
から一定の仮定の下に推計したエリア内の
利用可能世帯数を総世帯数で除したもの
（小数点第三位以下を四捨五入）。



 電波の利用に関する不均衡を緩和し、電波の適正な利用を確保するために、地理的に条件不利な地域
（過疎地、辺地、離島、半島など）において、地方公共団体や無線通信事業者等が携帯電話等の基地局
施設、伝送路施設を整備する場合又は高度化施設や基地局の開設に必要な伝送路施設を整備する場
合に、国がそれらの整備費用の一部を補助する。

（事業主体） 地方公共団体、無線通信事業者、インフラシェアリング事業者 ← 基地局施設、高度化施設
無線通信事業者、インフラシェアリング事業者 ← 伝送路施設（運用）
地方公共団体 ← 伝送路施設（設置）

（事業スキーム） 補助事業
（補助対象） 基地局施設（鉄塔、局舎、無線設備等）、高度化施設（５Ｇ等の無線設備等）、伝送路施設（光ファイバ等）の設置費用
（補助率） 4/5、2/3、1/2、1/3
（計画年度） 平成17年度～

事業名 事業内容 事業主体 補助率

①
基地局施設
整備事業

圏外解消のため、携帯電
話等の基地局施設を設置
する場合の整備費を補助

地方公
共団体
／無線
通信事
業者／
インフラ
シェアリ
ング事業
者 ※１

②
高度化施設
整備事業

３G・４Gを利用できるエリ
アで高度化無線通信を行
うため、５G等の携帯電話
の基地局を設置する場合
の整備費を補助

③
伝送路施設
運用事業

圏外解消又は高度化無
線通信を行うため、携帯
電話等の基地局開設に
必要な伝送路を整備する
場合の運用費を補助

無線信
事業者
／インフ
ラシェア
リング事
業者※１

④
伝送路施設
設置事業

圏外解消のため、携帯電
話等の基地局開設に必
要な伝送路を設置する場
合の整備費を補助

地方公
共団体

※１ 本事業において、インフラシェアリング事業者とは、自らは携帯電話サービスを行わず、専ら複数の無線通信事業者が鉄塔やアンテナなどを共有（インフラシェアリング）して
携帯電話サービスを提供するために必要な設備を整備する者を言います。

無線システム普及支援事業（携帯電話等エリア整備事業）
（電波法第103条の2第4項第10号に規定する事務）

令和５年度当初予算（案） 1,798百万円
(令和４年度当初予算 1,500百万円 令和４年度第２次補正予算 1,001百万円)



東北管内における携帯電話エリアの整備状況
・補助事業の積極活用で、エリア整備・５G施設高度化等を推進

（令和3年度繰越４事業完了、令和４年度１８事業完了済（35事業のうち１5事業が繰越、2事業廃止））

・５Ｇ（施設高度化）は令和４年度より通信事業者共同整備、ｲﾝﾌﾗｼｪｱﾘﾝｸﾞ事業者による整備も実施。

令和４年度繰越(15)

５G（施設高度化）

令和４年度繰越(１)

４G（基地局整備）

二戸市 金田一

鶴岡市羽黒町手向羽黒山

網掛け３件はｲﾝﾌﾗｼｪｱﾘﾝｸﾞ案件

今別町 大川平清川

鰺ヶ沢町 白沢

北秋田市 栩岱

由利本荘市 板平

檜枝岐村 大根卸

蓬田村 宮本

五所川原市 影日沢

盛岡市 外山

雫石町 南畑

東通村 尻屋

横浜町 下川原

田子町 関

浪江町 広谷地 原発被災地域

令和5年度事業継続中

全国 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

９３．２ ８９．５ ７４．５ ９４．３ ８１．０ ９１．１ ８５．８

◆５Ｇの人口カバー率（令和4年3月末現在） ［単位：％］



東北５Ｇデジタル変革推進フォーラム

活動状況

東北での５G・デジタル変革推進の場として令和２年11月に「東北５Ｇデジタル変革推進フォー
ラム」を発足し、諸活動を展開【会員数 126者（令和5年3月現在）】

 令和4年10月 「ローカル５G活用事例見学会」を開催

ローカル5G等の導入を支援（無線局免許申請、税制等）

総務省施策等の５Gに関する情報提供。
メールニュースは毎月1日と15日の2回。定期発行及び臨時号、通算60号発行情報提供

検討支援
導入支援

ソリューション
紹介・検討 業種や地域に応じたソリューションやユースケースの紹介等

5Gを活用したデジタル変革を検討している企業・地方公共団体等への検討を支援

セミナー等開催状況

 生産現場におけるL5Gの産業分野での活用事例
 L5Gについて理解を深めていただくために、システム
構成や運用状況等を実際に見て体験

～ リコー製品組立工場におけるDM展開とローカル５G活用事例紹介～

☆これまで計９回開催！

 令和4年12月 オンラインセミナー 「KDDIの地域共創の取組み」
・ 無線通信技術を用いた鳥獣害対策にフォーカスし各地での取組み事例や将来的な５Ｇの活用
などについてご紹介

今後の活動予定

 オンラインセミナー等の
開催

 会員の加入促進、5G
に限らず、利用者の希
望に沿った電波利用に
よるデジタル化の推進

ユーザー本位の新たな価値
創造・デジタル活用による課
題解決

 令和5年3月 オンラインセミナー 「５Ｇ・ローカル５Ｇの取組事例紹介」
・ ローカル５Gを活用した風力発電の設備利用向上によるカーボンニュートラル社会の実現について」

株式会社秋田ケーブルテレビ
・ 特別豪雪地域における現状と５Gを活用した課題解決の必要性について

昭和村、エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社



社会教育コンテンツにおける発信力強化中山間地域における教育環境の充実化

ローカル５Ｇ
基地局

Wi-Fi5

＜東日本大震災津波伝承館＞

◎教育の選択肢の拡充

◎最先端技術による教育環境の高度化

◎アバターロボットによる見学受入

○人口減少社会や新型コロナ禍において、ローカル５G等を活用し、中山間地域における教育環境の充実化による地域
の高校魅力化や、本県独自の社会教育コンテンツにおける発信力強化による岩手の魅力向上を図る。

◎360°カメラによるコンテンツの高精細映像の配信

➢遠隔制御されている移動式カ
メラを通じて、解説員による展示
コンテンツの説明をリアルタイム配
信。

➢360°カメラを活用し、被災車
両等の展示コンテンツの高精細な
映像を転送し、臨場感のある解
説を配信。

➢遠距離で訪問が難しかった東
日本大震災津波伝承館の臨場
感のある遠隔見学により、防災
教育を深化。

➢VR活用により、中山間地域に
居ながら他地域の教育コンテンツ
を高精細な映像で体験。

課題：地域の担い手確保のための高校魅力化
＜現状＞
■山村留学制度等による町外学生の受入
■生徒による地域の魅力・課題把握
■コロナ禍に伴う町外との交流減少

課題：多種多様な見学需要への対応
＜現状＞
■県北地域からの来館が比較的少数
■他県からオンライン見学の希望
■コロナ禍に伴う館内の三密対策

＜葛巻町学習塾・葛巻高校＞

◎遠隔による交流機会確保

➢これまでの交流機会をオンライン
により維持・確保するほか、距離的
制約を超えた交流により、生徒の知
識や視野を拡大。

インターネット

＜岩手大学（地元の学術機関）＞
◆学生生活紹介
◆郷土芸能系の
部活動交流
（クラスター発生
により中止）

＜東京大学（都市圏の学術機関）＞
◆学生生活紹介
◆陸上部との活動交流
（以前より、葛巻町で合宿）

【実証用基地局の運用検証】

➢低廉な実証用基地局による、
ローカル5Ｇの継続的な活用方
法について検証。

➢防災教育の
専門家の学術
的知見や研究
内容についてオ
ンラインで解説。

【コンテンツ発信の拡充】

遠隔教育 遠隔見学

遠隔交流

◎スマートグラスを活用した館内見学

施設運営

➢見学者の館内位置情報を基にし、スマートグラスを通
した映像による解説表示など、見学需要の多様化に対
応。

（解説）災害対策室を再現しています。

資料は岩手県作成資料

ローカル5G等を活用した地域課題解決岩手モデルの構築Ｒ２ ローカル5Ｇ等導入計画
策定支援事業を活用
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